
日本学術振興会の
研究者養成事業の概要

平成３０年７月２７日

人材育成事業部 研究者養成課



大学院
段階

ポスドク

学部段階学部段階

若手若手

中堅中堅

日本学術振興会賞

人文学、社会科学及び自然科学の全分野を対象として優れた若手
研究者（４５才未満）を顕彰（授賞２５名程度。受賞者に１１０万円を
贈呈）

海外特別研究員
若手研究者を海外の優れた大学等研究機関に２年間派遣

日本学術振興会 育志（いくし）賞

優秀な大学院博士課程在籍者（３４才未満）を顕彰（授賞１６名程
度。受賞者に１１０万円を贈呈）

世界トップレベル世界トップレベル

往復航空賃、滞在費・研究活動費（派遣国によって異なる。年額約450～620万円）

若手研究者海外挑戦プログラム

優秀な大学院博士課程在籍者に海外という新たな環境へ挑戦し、
３か月～１年程度海外の研究者と共同して研究に従事する機会
を提供（往復航空賃、滞在費100～140万円、研究活動費）

特別研究員

我が国の研究者養成の中核を担う制度 優秀な若手研究者を特
別研究員として採用し、自由な環境で自立した研究が行えるよう
研究奨励金及び科研費を支給

ＳＰＤ：研究奨励金535万円/年、科研費300万円以内/年
ＰＤ：研究奨励金434万円/年、科研費150万円以内/年
ＲＰＤ：出産・育児による研究中断後に円滑に研究現場に復帰できるよう平成18年度に創設

研究奨励金434万円/年、科研費150万円以内/年
ＤＣ：研究奨励金240万円/年、科研費150万円以内/年

国際的な活躍が期待できる研
究者の育成事業（H30年度創設）

国内の研究機関が国際的な活
躍が期待できる研究者の育成
に資するよう、海外の研究機関
との間の研究者の派遣・受入れ
を支援（頭脳循環プログラムの継続事

業を人材育成に重きをおくように見直した
もの。本会は評価等業務を実施）

卓越研究員

新たな研究領域に挑戦するよ
うな若手研究者が安定かつ自
立して研究を推進できるような
環境を実現するとともに、全国
の産学官の研究機関をフィー
ルドとして活躍し得る若手研究
者の新たなキャリアパスを提示
（本会は公募・審査・交付等業務を実施）

※海外派遣事業課所管

※海外派遣事業課所管

支援期間：１～３年間（頭脳循環プログラムに
よる支援期間を含む）
1件当たり4,000万円以内/年

1人あたり研究費：600万円/年程度
※人文学・社会科学系は、3分の2程度の額

研究環境整備費：200万円/年程度

次世代の人材育成
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特別研究員制度は、我が国トップクラスの優れた若手研究者に
対して、自由な発想のもとに主体的に研究課題等を選びながら研
究に専念する機会を与え、研究者の養成・確保を図る制度。

大学院博士課程在学者及び博士の学位取得者等で優れた研究
能力を有し、大学その他の研究機関で研究に専念することを希望
する者を「特別研究員」に採用し、研究奨励金および科研費（特別
研究員奨励費）を支給。

特別研究員の概要

• DC1・DC2 大学院博士課程在学者
• PD 博士の学位取得者等
• SPD PD申請者のうち、特に優れた者
• RPD 出産・育児による研究中断者の復帰支援



区分 対象 採用期間
研究奨励金

（月額）
科研費※4

（年額）

DC
・大学院博士課程在学者

（DC1）博士課程後期第１年次 等
（DC2）博士課程後期第２年次以上 等

DC1：3年間
DC2：2年間

20万円

150万円
以内

PD
・博士の学位取得者※1

・博士の学位を取得後5年未満の者
・博士課程在学当時の所属研究機関以外を採用中の受
入研究機関とする者

3年間

36.2万円※3

RPD
・博士の学位取得者※1

・出産・育児のため3ヶ月以上研究活動を中断した者※2

・性別は問わない

SPD
・博士の学位取得者
・PDのうち特に優れた者を採用
・博士課程在学当時の所属研究機関以外を採用中の受
入研究機関とする者

44.6万円
300万円

以内

（注） DC, PD, SPDについては、平成26年度採用分より年齢制限を廃止。 PDについては、平成28年度採用分より研究機関移動を要件化。

※1 平成30年度採用分より博士の学位取得者に限定（平成29年度採用分までは、人文学・社会科学分野のみ、大学院博士課程に標準修業年限以
上在学し、所定の単位修得の上退学した者（満期退学者）も可）

※2 次のいずれかに該当する出産・育児のため、3ヶ月以上研究活動を中断した者
①申請年度の4月1日時点で未就学児を養育している者
②申請年度の4月1日から遡って過去5年以内に出産又は疾病や障害のある子を養育した者

※3 博士の学位を有していない者は、月額20万円（平成29年度以前の採用者）
※4 PD, SPD, RPDについては、平成26年度科研費公募より、受入研究機関において科研費応募資格を付与された場合には、特別研究員奨励費

以外の他の一部研究種目に応募が可能

特別研究員 申請資格・採用期間・研究奨励金等
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特別研究員-PD・DC申請者数の推移
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特別研究員-PD・DC 新規採用者数と採用率の推移

※PD採用者にはSPD採用者を含む 6



・３０年度の採用率は、PD(SPD含む)： 15.7％、DC2： 20.3％、DC1： 20.6％、全体で19.5％
・( )内は女性の数で内数

領 域

ＳＰＤ ＰＤ ＤＣ２ ＤＣ１ 計

申請数 採用数 申請数 採用数 申請数 採用数 申請数 採用数 申請数 採用数

人文学 －
2 391 57 563 113 333 65 1,287 237

(172) (30) (265) (49) (125) (21) (562) (100)

社会科学 －
2 306 41 577 119 353 73 1,236 235

(1) (111) (14) (231) (48) (133) (30) (475) (93)

数物系科学 －
2 496 74 736 150 522 109 1,754 335

(63) (7) (83) (12) (49) (11) (195) (30)

化学 －
2 94 14 445 92 312 65 851 173

(12) (1) (54) (7) (46) (8) (112) (16)

工学 －
2 124 12 968 194 522 107 1,614 315

(14) (1) (150) (29) (63) (17) (227) (47)

生物学 －
2 229 39 456 93 295 61 980 195

(53) (10) (138) (23) (84) (19) (275) (52)

農学 －
2 182 28 392 81 258 54 832 165

(54) (6) (120) (21) (93) (21) (267) (48)

医歯薬学 －
2 168 25 526 108 362 75 1,056 210

(54) (3) (179) (28) (129) (25) (362) (56)

総合 －
2 233 40 728 145 418 86 1,379 273

(65) (8) (197) (36) (96) (21) (358) (65)

計 －
18 2,223 330 5,391 1,095 3,375 695 10,989 2,138

(1) (598) (80) (1,417) (253) (818) (173) (2, 833) (507)

平成３０年度特別研究員
採用区分別・領域別採用状況（新規分）
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 趣旨

子育て支援や学術研究分野における男女共同参画の観点を踏
まえ、若手研究者が、出産・育児による研究中断後に円滑に研究
現場に復帰する環境を整備するため、特別研究員制度の一環と
して、「特別研究員－ＲＰＤ」を平成１８年度に創設。

特別研究員-RPDの概要
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特別研究員-RPD
申請・新規採用者数と採用率の推移

※H30採用者には内定者を含む 9



特別研究員-ＲＰＤの領域別採用状況

( )内は男性の数で内数

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

領域 申請者数 採用者数 申請者数 採用者数 申請者数
採用者数

（予定含む）

人文学 (3) 61 (1) 17 (７) 60 (1) 16 (７) 60 (1) 16

社会科学 43 11 (１) 36 (1) ９ (１) 36 (1) ９

数物系科学 10 3 14 3 14 3

化学 2 1 ６ ２ ６ ２

工学 5 2 ２ １ ２ １

生物学 (1) 36 11 (２) 30 (1) ８ (２) 30 (1) ８

農学 24 8 (１) 24 8 (１) 24 8

医歯薬学 49 11 (１) 57 15 (１) 57 15

総合 (1) 25 8 27 8 27 8

合計 (5) 255 (1) 72 (12) 256 (３) 70 (12) 256 (３) 70

採用率 28.２% 27.3% 27.3%
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我が国における学術の将来を担う国際的視野に富む有能な研究者を養成・確保するた

め、優れた若手研究者が海外の特定の大学等研究機関において長期間研究に専念でき
るよう支援する。

趣 旨

事 業 内 容

対象分野 人文学、社会科学及び自然科学の全分野

派遣先機関 海外の大学等研究機関

支援期間 ２年間（平成31年4月1日～平成32年2月29日に派遣開始）

申請資格
（主なもの）

・我が国の大学等学術研究機関に所属する常勤研究者（任期の有無を問わない。）、
又は、当該常勤研究者を志望する者。

・採用年度の４月１日現在 、博士の学位を取得後５年未満の者。
・採用年度の４月１日現在 、大学等研究機関の任期の定めの無い常勤研究職の職
歴が過去通算して５年未満の者。

・日本国籍を持つ者、又は永住を許可されている外国人

支援内容・支援額
・往復航空賃
・滞在費・研究活動費（派遣国により年額約450～620万円）

採用予定数 約１３０名（平成３１年度募集要項）

海外特別研究員の概要
平成30年度予算額：2,036百万円(RRAを含む)
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我が国における学術の将来を担う国際的視野に富む有能な研究者を養成・確保するため、学術研究分野における男女
共同参画を推進する観点を踏まえ、優れた若手研究者が結婚・出産・育児・看護・介護のライフイベントによる研究中断
等の後に、海外の特定の大学等研究機関において長期間研究に専念できるよう支援する。

趣 旨

事 業 内 容

対象分野 人文学、社会科学及び自然科学の全分野

派遣先機関 海外の大学等研究機関

支援期間
派遣開始日から２年間
派遣開始日：平成３１年４月１日～平成３２年２月２９日

申請資格
（主なもの）

・我が国の大学等学術研究機関に所属する常勤研究者（任期の有無を問わない。）、又は、当該常勤研
究者を志望する者。
・以下のいずれかによる研究中断等の期間が通算９０日以上ある者（年齢及び性別は問わない。）
（１）申請者本人又は配偶者の出産又は育児
（２）家族の看護
（３）家族の介護
（４）結婚に伴う転居による辞職

・採用年度の４月１日現在 、博士の学位を取得後１０年未満の者。
・採用年度の４月１日現在 、大学等研究機関の任期の定めの無い常勤研究職の職歴が過去通算して
５年未満の者。
・日本国籍を持つ者、又は日本に永住を許可されている外国人

支援内容・支援額

・往復航空賃（子を同伴する場合には、帯同する子にかかる往復航空賃も含む）
・滞在費・研究活動費（派遣国により年額約450～620万円）
・子供手当（帯同する子一人につき滞在費・研究活動費の10％相当）

採用予定数 ５名程度（平成31年度募集要項）

海外特別研究員⁃RRAの概要
(RRA: Restart Research Abroad)
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海外特別研究員 申請・採用者数と採用率の推移
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請
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人
）
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率
（
％
）

採 用 年 度

※平成28年度以降の申請者数・派遣者数にはRRAを含む。
※平成30年度の派遣者数は平成30年3月13日時点。 13



海外特別研究員の領域別採用状況

領域
平成28年度 平成29年度 平成30年度

申請者数 採用者数 申請者数 採用者数 申請者数 採用者数※

人文学 57 12 58 8 39 7

社会科学 52 10 41 8 41 8

数物系科学 181 28 134 18 155 30

化学 42 8 43 9 43 10

工学 47 8 46 9 31 8

生物学 176 35 136 29 138 32

農学 74 14 54 11 51 11

医歯薬学 273 57 233 54 236 60

総合 85 18 66 12 57 14

合計 987 190 811 158 791 180

採用率 19.3% 19.5% 22.8%※
※申請者数及び派遣者数にはRRAを含む。

※平成30年度採用者数は派遣予定者を含む。（平成30年4月1日時点）
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特別研究員の予算人数の推移

（案）

平成30年度特別研究員
予算人数合計：5,543人
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１申請に対し
６人の審査委
員による審査

・二次内定
・補欠
・不採用の通知

９部会ごと
の審査

・一次内定
・面接候補
・不採用通知

審査委員による
面接審査（海外
特別研究員）

・二次内定
・補欠
・不採用通知

募
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要
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特別研究員
（PD・DC）
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果
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知

１申請につき６人
の審査委員による
審査

９部会ごと
の審査

第２回審査会 第３回審査会
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特別研究員
（RPD）

海外特別
研究員

２月 ５月 ７月６月 ８月

書
面
審
査

1２月 ４月10月９月

第１回審査会 第２回審査会

募
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要
項
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審査委員によ
る面接審査

一次内定
面接候補
不採用の通知

特別研究員・海外特別研究員の募集から採用までの流れ
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特別研究員等審査会の体制
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特別研究員-PDの就職状況調査結果
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平成２９年４月１日現在

《 調査結果より 》
日本学術振興会特別研究員-ＰＤは、５年経過後調査では、９１.９％が
「常勤の研究職」に就いており、我が国の研究者の養成・確保の
中核的な役割を果たしている。

就職状況について（経過年別）

ＰＤの「常勤の研究職」への就職状況

※ 割合は不明者等を除いて算出

直後
（平成28年度終了者）： ６０.７％

1年経過後
（平成27年度終了者）： ７５.０％

5年経過後
（平成23年度終了者）： ９１.９％

10年経過後
（平成18年度終了者）： ９２.９％
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特別研究員-DCの就職状況調査結果
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平成２９年４月１日現在

《 調査結果より 》
日本学術振興会特別研究員-ＤＣは、５年経過後調査では、７９.５％が
「常勤の研究職」に就いており、我が国の研究者の養成・確保の
中核的な役割を果たしている。

就職状況について（経過年別）

ＤＣの「常勤の研究職」への就職状況

※ 割合は不明者等を除いて算出

直後：「常勤の研究職・ポスドクフェロー」

（平成28年度終了者）：６３.５％

1年経過後：「常勤の研究職・ポスドクフェロー」

（平成27年度終了者）：８０.６％

5年経過後： 「常勤の研究職」

（平成23年度終了者）：７９.５％

10年経過後： 「常勤の研究職」

（平成18年度終了者）：９０.９％

42.0%

62.8%

79.5%
90.9%

21.5%

17.8%

6.3%

0.2%

5.3%

3.3%
2.2%

0.9%

15.7%

10.5%
10.8% 7.1%

14.1%
5.3% 0.4%1.3% 0.3% 0.8% 0.8%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

直後 １年経過後 ５年経過後 １０年経過後

無職等

学生

非研究職

非常勤の研究職

ポスドクフェロー

常勤の研究職



海外特別研究員の就職状況に関する追跡調査結果
（平成29年度実施）

就職状況について（経過年別）
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○ １申請当たりの書面審査員を３名から６名に増員（H18採用分）
○ 書面審査の基準、評価方法を見直し、特別研究員事業の趣旨に即した評価基準等を設定

（H18採用分）
○ 出産・育児のための研究中断者への支援体制の整備（H18採用分）

・ 特別研究員－ＲＰＤの開始
・ 採用中断期間中に研究奨励金の半額受給を可能に

○ 学術システム研究センターにおいて、審査結果の検証を行い、審査システムの改善や審査委員の
選考に反映（H18年度）

○ ＲＰＤの採用期間を２年から３年に変更（H20採用分から適用）
○ ＰＤ採用を博士号取得後５年未満の者とし、特別研究員事業の趣旨に則した申請資格を設定

（H22採用分）＊Ｈ21年採用分は経過措置で６年未満
○ ＰＤ（ＳＰＤ、ＲＰＤ）の競争的資金等の獲得制限を緩和（H23年度）
○ 人権の保護及び法令の遵守を必要とする研究課題の適切性の確認を導入（H24採用分）
○ ＰＤ、ＳＰＤ、ＲＰＤについては、特別研究費奨励費以外の一部研究種目（科研費）の応募制限を緩

和（H25年度）
○ 特別研究員奨励費（ＤＣを除く）に、間接経費を措置（H26年度）
○ ＤＣ、ＰＤ、ＳＰＤの年齢制限を廃止（H26採用分）
○ ＤＣの特別研究員奨励費以外の研究費の受給に係る制限を緩和（H29年度）
○ 特別研究員の採用の中断及び延長の条件に病気を追加（特別研究員奨励費（科研費）についても

対応）（H29年度）
○ 人文学、社会科学分野におけるＰＤ、ＲＰＤについては、資格要件を博士の学位取得者に限定

（H30採用分）
〇 ＲＰＤについて面接審査を廃止し、必要な場合に追加書類選考を行うことがあると募集要項に記載

（H30採用分）
○ 報酬受給制限、海外渡航期間上限、インターンシップ参加要件の緩和（H30年度）

特別研究員事業の主な制度改善等
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対象分野 人文学、社会科学及び自然科学の全分野

派遣先機関 海外の特定の優れた大学等研究機関

支援期間 ３か月～１年（平成31年4月1日～平成32年3月31日に派遣開始）

申請資格
（①～③を全て

満たすこと）

① 採用年度の４月１日現在、我が国の大学院博士後期課程に在籍する者（申請時は見込みで
も可）
② 申請時かつ採用時において日本国籍を持つ者又は、日本に永住を許可されている外国人
③ 連続して３か月以上、研究のために海外に滞在した経験がない者（申請時において既に
研究のために海外に滞在中で、連続して３か月以上海外に滞在する予定の者も申請できませ
ん。）

支援内容・
支援額

(1) 往復航空賃（日本国内の移動分は除く。）
(2) 滞在費（派遣国によって異なる。派遣期間に依らず１件当たり１００～１４０万円）
(3) 研究活動費（派遣先機関の請求書に基づきベンチフィーを支給。上限２０万円）

採用予定数 約１４０名（平成31年度募集要項）

海外という新たな環境へ挑戦し、３か月～１年程度海外の研究者と共同して研究に従事する機
会を提供することを通じて、将来国際的な活躍が期待できる豊かな経験を持ち合わせた博士後
期課程学生等の育成に寄与する。

趣 旨

事 業 内 容

平成３１年度採用分募集中

若手研究者海外挑戦プログラム
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詳細は以下をご覧ください：
http://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_user-haken.html
連絡先：toku-haken@jsps.go.jp

日本学術振興会と海外の対応機関との連携により、特別研究員を対象とした海外渡航支援を行っています。

研究遂行
研究指導委託
国際連携専攻履修

特別研究員は、採用期間の
3分の2まで海外渡航が可能
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日本学術振興会賞
• 事業の趣旨

– 我が国の学術研究の水準を世界のトップレベルにおいて発展させるためには、創
造性に富み優れた研究能力を有する若手研究者を早い段階から顕彰し、その研
究意欲を高め、研究の発展を支援していく必要がある。この趣旨から日本学術振
興会は、平成１６年度に日本学術振興会賞を設けた。

• 受賞条件

– ４５歳未満であること

– 博士の学位を取得していること

• 推薦権者

– 我が国の大学等研究機関または学協会の長

– 優れた研究実績を有する我が国の学術研究者

• 外国人候補者の推薦

– 推薦時点において、我が国で５年以上研究者

として大学等研究機関に所属しており、今後も

継続して我が国で研究活動を予定していれば可。

• 授賞

– 授賞数２５件以内。賞状、賞牌（メダル）及び副賞（研究奨励金１１０万円）
24



日本学術振興会賞推薦数と授賞数

※被推薦者数は、第２回以降はキャリーオーバーを含む。
※「被推薦者数」内訳は査読割り振りに基づく値、「受賞者数」内訳に基づく値。

授賞式（日本学士院）

第14回授賞式

回数（年度）
被推薦者数 受賞者数

全体 総合系 人社系 理工系 生物系 全体 総合系 人社系 理工系 生物系

第１回（平成16年度） 279 66 123 90 25 6 11 8

第２回（平成17年度） 443 116 178 149 24 6 10 8

第３回（平成18年度） 415 109 164 142 25 6 10 9

第４回（平成19年度） 416 105 182 129 23 5 10 8

第５回（平成20年度） 374 76 179 119 24 4 11 9

第６回（平成21年度） 364 60 188 116 25 4 13 8

第７回（平成22年度） 373 65 205 103 25 5 11 9

第８回（平成23年度） 348 67 187 94 24 6 11 7

第９回（平成24年度） 371 76 181 114 24 5 12 7

第10回（平成25年度） 383 33 84 152 114 25 3 5 10 7

第11回（平成26年度） 339 38 76 135 90 25 4 5 8 8

第12回（平成27年度） 370 36 74 156 104 25 3 5 10 7

第13回（平成28年度） 380 34 77 165 104 25 3 5 9 8

第14回（平成29年度） 423 85 212 126 25 4 5 8 8
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• 事業の趣旨

– 平成２１年、天皇陛下の御在位２０年に当たり、社会的に厳しい経済環境
の中で、勉学や研究に励んでいる若手研究者を支援・奨励するための事
業の資として、陛下から御下賜金を拝受。

– 陛下のお気持ちを受けて、将来、我が国の学術研究の発展に寄与するこ
とが期待される博士課程学生を顕彰することで、勉学及び研究意欲を高
め、若手研究者の養成を図ることを目的として、平成２２年度に「日本学術
振興会 育志（いくし）賞」を創設。

• 対象

– ３４歳未満の大学院博士後期課程在学者 （外国人留学生も可）

• 推薦権者

– 大学長 ４名まで（人社系、理工系、生物系各１名、その他に分野を問わ
ず１名まで）

– 学会長 １名

• 授賞

– 授賞数１６名程度。賞状、賞牌及び副賞（学業奨励金１１０万円）

日本学術振興会 育志賞
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育志賞推薦数と授賞数
第８回授賞式

回数（年度）
被推薦者数 受賞者数

全体 人社系 理工系 生物系

第１回（平成22年度） 206 65 70 71 17

第２回（平成23年度） 120 27 47 46 17

第３回（平成24年度） 124 24 44 56 16

第４回（平成25年度） 130 17 54 59 18

第５回（平成26年度） 157 35 62 60 18

第６回（平成27年度） 150 35 56 59 18

第７回（平成28年度） 130 21 53 56 17

第８回（平成29年度） 152 33 62 57 18
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卓越研究員事業

【事業の⽬的・⽬標】

【事業概要・イメージ】

【事業スキーム】

【これまでの成果】

【閣議決定⽂書等における記載】

○ 第5期科学技術基本計画（抄）（平成28年1月22日閣議決定）
優れた若手研究者に対しては、安定したポストに就きながら独立した自由な研究環境の下で活躍でき
るようにするための制度を創設し、若手支援の強化を図る。

○ 未来投資戦略2017（-Society5.0の実現に向けた改革-）（抄）（平成29年6月9日閣議決定）
優秀な人材が研究者を目指すよう、卓越研究員事業の推進等により若手研究者の安定・自立した研
究環境を確保する。

○ 経済財政運営と改革の基本方針2017について（抄）（平成29年6月9日閣議決定）
卓越大学院（仮称）の具体化や高等専門学校教育の高度化による教育研究拠点の強化や卓越研究
員制度等による人材の育成・確保等を進める。

● 若手研究者が、任期付き雇用など不安定な雇用によって、新たな研究領域に
挑戦し、独創的な成果を出すことができるような環境に置かれていない。

● 博士号を取得し、高度な専門性を持つ研究者が産学官のセクター間を超えて
十分に活躍できておらず、世界規模での急速な産業構造変化への対応が困
難な状況。

● 特に国立大学については、「国立大学経営力戦略」等に基づく自己改革を基
盤として、若手研究者が活躍できる環境整備が求められている。

✔ 支援対象機関 ： 国公私立大学、国立研究開発法人、民間企業等

✔ 人数 ：100名程度（平成30年度新規分）

✔ 支援内容 ：

研究費→年間6百万円（上限）／人（2年間）
※人文・社会科学系は3分の2程度の額を支援予定

研究環境整備費→年間2～3百万円（上限）／人（5年間）

○ 新たな研究領域に挑戦するような若手が安定かつ自立して研究を推進できる環境を実現する。
○ 全国の産学官の研究機関をフィールドとして活躍し得る若手研究者の新たなキャリアパスを開拓する。

本事業では、産学官の研究機関で活躍し得る意欲や柔軟性を有し、新たな研究領域の開拓等を実現できるような若手研究者が、産学官の研究機関において安定か
つ自立した研究環境を得た場合に、当該研究機関に対し支援を行う。

≪実施イメージ≫ 卓越研究員希望機関
（大学、研究開発法人、企業等） 若手研究者

文部科学省
（JSPS）

B:当事者間交渉の完了
C:雇用の開始

成立
（ⅱ）（ⅳ）を経て、B、C（平成30年度中）の場合、
・卓越研究員候補者を平成30年度の卓越研究員として決定
・支援希望機関に対して、研究費、研究環境整備費の補助

申請（ⅲ）

審査、卓越研究員
候補者の決定（ⅳ）

ポストの
一覧化公開（ⅱ）

A：当事者間交渉

ポストの提示（ⅰ）

平成28年度は、本事業を通じて少なくとも121名の若手研究者に安定かつ自立的な研究環境を
創出。卓越研究員に決定した者は87名。
平成29年度は、本事業を通じて少なくとも93名の若手研究者に安定かつ自立的な研究環境を創
出。卓越研究員に決定した者は72名。 （平成30年4月時点）

平成３０年度予算額：1,668百万円
（平成２９年度予算額：1,510百万円）

背景・課題

事業概要
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機関名
卓越研
究員数

機関名
卓越研
究員数

1 東北大学 3 18 大阪大学 1

2 山形大学 2 19 神戸大学 2

3 茨城大学 1 20 島根大学 1

4 筑波大学 2 21 広島大学 1

5 群馬大学 3 22 長崎大学 1

6 埼玉大学 2 23 熊本大学 3

7 東京大学 7 24
奈良先端科学技術大学院大
学

1

8 東京工業大学 1 25 大阪市立大学 1

9 電気通信大学 2 26 大阪府立大学 2

10 横浜国立大学 1 27 聖路加国際大学 1

11 新潟大学 1 28 順天堂大学 1

12 長岡技術科学大学 1 29 産業技術総合研究所 4

13 金沢大学 6 30 物質・材料研究機構 2

14 信州大学 1 31 理化学研究所 3

15 岐阜大学 1 32 日本原子力研究開発機構 4

16 京都大学 5 33 株式会社ユーグレナ 1

17 京都工芸繊維大学 2 34
株式会社HIROTSUバイオサ
イエンス

1

35 日本製粉株式会社 1

計 ７２名（３５機関）

平成29年度卓越研究員決定状況（平成３０年4⽉末時点）

大学

120
59%

国立研究

開発法人

27
13%

企業, 56, 
27%

財団法人

1
1%

平成29年度⼀覧化公開ポスト提⽰機関
（204ポスト） （単位：件）

大学

56
78％

国立研究

開発法人

13
18％

企業

3
4%

財団法人

0
0%

卓越研究員（7２名）を受け⼊れた機関種
別内訳 （単位：名）
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⑥機関に候補者リスト連絡

①研究機関がポストを提⽰
※2月26日までに提示すれば3月上旬に公開

⑥申請者に採否の通知

卓越研究員決定、
研究費・研究環境整備費の⽀援
(交渉が完了した⽀援希望機関に対して)

当事者間交渉（※） ⑦当事者間交渉

研究機関 ⽂部科学省
⽇本学術振興会（JSPS）

若⼿研究者
（申請者/申請予定者）

⑦当事者間交渉

平成３０年１月２６日～４月６日

３月２６日～４月２６日

７月初旬 ７月初旬

７月上旬～９月

５月～６月

当事者間交渉（事前連絡）（※）

⑤審査、
候補者決定

③若⼿研究者が
「卓越研究員」に申請

②ポストの⼀覧化公開

※当事者間交渉（事前連絡を含む）、は、
各研究機関と、申請者⼜は卓越研究員候補
者が⾃由に交渉。いずれの場合にも、各機関
は、公正で透明性の⾼いプロセスを経て選考。

＜卓越研究員の活躍フィールド＞
国公私⽴⼤学、国⽴研究開発法⼈、⺠間企業等

④機関に申請者情報連絡
５月初旬

当事者間交渉（事前連絡） 当事者間交渉（事前連絡）

３月上旬（予定）
※その後も随時追加公開

○⽂部科学省は、主に、機関の属性、雇⽤形態、研究環
境等の形式的な要件に関する適合性を確認
○当該ポストで推進できる研究内容や雇⽤条件など、ポス
トの魅⼒については、申請者（研究者）が判断

１月３１日：研究機関向け公募説明会

３月中旬～４月中旬：
申請者向け公募説明会（東京２回、関西１回、九州１回）

平成30年度卓越研究員の選定プロセス
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平成30年度概算要求額
3,690百万円（4,470百万円）国際的な活躍が期待できる研究者の育成 平成３０年度予算額：768百万円

国際的な活躍が期待できる研究者の育成に資するよう、海外の研究機関と
の間の研究者の派遣・受入れを支援。

○ 対象機関：大学、国立研究開発法人等
○ 事業期間：３年間
○ 支援金額：４千万円程度／年
＜平成30年度以降の新規採択は実施せず、平成31年度までで終了＞

事業概要

【事業スキーム】

【⽀援対象等】

⃝若手研究者・女性研究者は研究現場の原動力であり、その育成・活躍促進には
明確なキャリアパスの下、多様な経験や挑戦の機会が必要。

⃝我が国の基礎科学力の低下が深刻化しているが、現状、若手研究者の雇用は引
き続き不安定であり、こうした状況から、博士課程への進学率は減少傾向。また
女性研究者の研究力向上等を通じた研究環境のダイバーシティ実現や研究者の
国内外の流動性も依然として課題。

⃝このため、多くの若手研究者・女性研究者を抱える大学等において、研究人材の
キャリアパス構築に係る取組を総合的に実施し、全学的なキャリアマネジメントを
促すことが急務であり、大学改革の一環として推進していくことが必要。

【成⻑戦略等における記載】

「未来投資戦略2017」（平成29年6月9日閣議決定）【抄】

・大学等における優れた人材育成・人事システム改革を加速する方策を来年度中に構築す
る。

「科学技術イノベーション総合戦略2017」 （平成29年6月2日閣議決定）【抄】

・科学技術イノベーションの創出に極めて重要な役割を担う大学について、経営・人事システ
ムの改革や若手ポストの確保等、課題に適切に対応し、大学内の人材、知、資金をより効果
的・効率的に機能させるべく、抜本的な大学改革を推進する。

・大学の教員・研究者人事における公正で透明性が高い評価・育成システムの導入拡大（テ
ニュアトラック制等）、優秀な若手研究者が自立した環境で挑戦できる機会の更なる拡充（「卓
越研究員事業」の推進）などにより、流動性と安定性に配慮したキャリアシステムの構築に継
続的に取り組む。

背景・課題

科学技術イノベーションにおける国際的な課題

○我が国は研究者の国際流動性（研究者の派遣及び受入
れがともに少ない）が各国と比較して低く、国際ネット
ワークから取り残されている。

○我が国のトップ10％論文の国際シェアは２０００年代と比
較して低下

【第５期科学技術基本計画における記載】

国は、大学及び公的研究機関等における、高いポテンシャルを有する海外研究
機関との組織間ネットワーク構築（中略）を推進する。

出典：科学技術・学術政策研究所出典：文部科学省「国際研究交流状況調査」（平成29年6月）
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